
 

砥部町中山間地域等直接支払交付金交付要綱 

平成１７年１０月３１日 

砥部町告示第２１９号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、中山間地域等直接支払交付金実施要領（平成１２年４月１日付け１２構改Ｂ第３

８号農林水産事務次官依命通知）及び砥部町農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画に基

づき、農業生産活動等を行う農業者等に対し、町が予算の範囲内で中山間地域等直接支払交付金（以

下「交付金」という。）を交付するために必要な事項を定めるものとする。 

（交付金の額及び交付の単価） 

第２条 交付金の額及び交付の単価は、別表に定めるとおりとする。 

（交付金の交付申請） 

第３条 集落協定の代表者又は個別協定の締結者（以下「代表者等」という。）で交付金の交付を申請

するもの（以下「申請者」という。）は、中山間地域等直接支払交付金交付申請書（様式第１号）に、

町長が必要と認める書類を添えて、別に定める期日までに町長に提出しなければならない。 

（交付金の交付決定）  

第４条 町長は、前条に規定する申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、必要な条件を付して、交付金の交付を決定し、速やかに申請者に通知するものとする。 

（交付金の変更承認申請） 

第５条 代表者等は、交付金の交付決定後において、申請内容を変更しようとするときは、あらかじめ

中山間地域等直接支払交付金変更承認申請書（様式第２号）を町長に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 

（交付金の中止及び廃止） 

第６条 代表者等は、不可抗力により協定を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ中山間

地域等直接支払交付金中止（廃止）承認申請書（様式第３号）を町長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

（実績報告） 

第７条 代表者等は、当該年度における農業生産活動等が完了したときは、速やかに中山間地域等直接

支払交付金実績報告書（様式第４号）に、町長が必要と認める書類を添えて、町長に提出しなければ

ならない。 

（交付金額の確定） 

第８条 町長は、交付金実績報告書を受理した場合は、その内容を審査し、必要に応じて調査を行い、



 

適当と認めたときは、交付金の額を確定し、その旨を代表者等に通知するものとする。 

（交付金の請求） 

第９条 前条の規定による通知を受けた代表者等は、中山間地域等直接支払交付金精算払請求書（様式

第５号）を町長に提出しなければならない。 

（交付金の交付） 

第１０条 町長は、前条に規定する請求書を受理した場合は、交付金を交付するものとする。 

（交付金の概算払） 

第１１条 町長は、前３条の規定にかかわらず、必要と認めたときは、交付金の一部又は全部を概算払

することができる。 

２ 代表者等は、概算払の交付を受けようとするときは、中山間地域等直接支払交付金概算払請求書（様

式第６号）を町長に提出しなければならない。 

（指導監督） 

第１２条 町長は、農業生産活動事業の遂行に関して、必要に応じて検査し、指示を行い、又は報告を

求めることができる。 

（交付金の返還等） 

第１３条 町長は、交付金の返還等に該当すると認めたときは、交付金の交付の決定を取り消し、又は

変更することができる。 

２ 町長は、前項の規定により、交付金の交付の取消し又は変更をしたときは、申請者に対し協定締結

年度にさかのぼって交付金の一部又は全部の返還を命ずることができる。 

（関係書類の保管） 

第１４条 代表者等は、交付金に係る収入支出の帳簿及び証拠書類を整備し、交付金終了年度の翌年度

から起算して５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第１５条 この告示に定めるもののほか、交付金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成１７年１１月１日から施行する。 

  附 則（平成２２年１０月２５日砥部町告示第１３８号） 

 この告示は、平成２２年１１月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年１２月１８日砥部町告示第１６１号） 

 この告示は、公表の日から施行し、平成２７年１１月１日から適用する。 

   附 則（令和２年７月８日砥部町告示第１４５号） 



 

 この告示は、公表の日から施行し、改正後の砥部町中山間地域等直接支払交付金交付要綱の規定は、

令和２年６月２日から適用する。 

   附 則 （令和３年７月２１日砥部町告示第１４９号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

   附 則 （令和４年８月１５日砥部町告示第１４５号） 

 この告示は、公表の日から施行し、改正後の砥部町中山間地域等直接支払交付金交付要綱の規定は、

令和４年４月２０日から適用する。 

   附 則 （令和５年６月３０日砥部町告示第１３１号） 

 この告示は、公表の日から施行し、改正後の砥部町中山間地域等直接支払交付金交付要綱の規定は、

令和５年４月２７日から適用する。 



 

別表（第２条関係） 

交 付 金 の 額 交 付 の上 限 単 価 

次により算定した額とする。 

 

１ 地目の区分毎の面積×交付の単価＝地目の区

分毎の交付金 

２ 地目の区分毎の交付金の合計＝交付金の額 

 

注1：交付の単価は国の割当額に応じた額とする

。 

注2：地目の区分毎の面積の小数点以下は切り捨て

る。 

注3：地目の区分毎の交付金の小数点以下は切り

捨てる。 

 

次の表に掲げるとおりとする。 

（１）傾斜農用地等の１㎡当たり交付の上限単価 

地 目 区分 交付の上限単価 

田 急傾斜 ２１  円 

畑 
急傾斜 １１．５円 

緩傾斜 ３．５円 

草地 

急傾斜 １０．５円 

緩傾斜 ３  円 

草地比率の高い草

地 

１．５円 

採草 

放牧地 

急傾斜 １  円 

緩傾斜 ０．３円 

ただし、集落協定にあっては農業生産活動等の体制

整備として取り組むべき事項を実施しない場合、自作

地を対象としている個別協定にあっては、農用地の利

用権設定等として取り組むべき事項を実施しない場

合には、上表の交付の上限単価に０．８を乗じた額を

交付の上限単価とするとともに、（２）のア及びウか

らオまでに掲げる加算措置は適用しないものとする。 

また、（２）において、同一農用地を対象として複

数の加算の交付を受ける協定については、加算を適用

する順序を決定するとともに、同一農用地に最初に適

用される加算以外の加算について、（２）に掲げる交

付の上限単価から１円を減じた額とする。 

 

（２）加算措置 

ア 棚田地域振興活動加算（集落協定の活動におい



 

て、棚田地域振興法第10条の認定棚田地域振興活

動計画が策定された地域であって、当該計画に係

る協定農用地内の勾配が田で1/20以上、畑で15度

以上ある農地（以下「棚田地域振興農地」という

。）について、協定認定年度（ただし、途中の年

度で協定を変更して加算措置に取り組んだ場合

には当該変更年度）から令和６年度までの間に、

農林水産省農村振興局長が別に定めるところに

より、棚田地域の振興を図る取組を行う場合に、

棚田地域振興農地の面積に応じて加算される額）

の１㎡当たりの交付の上限単価。 

地 目 区 分 交付の上限単価 

田 
急傾斜 １０  円 

超急傾斜 １４  円 

畑 
急傾斜 １０  円 

超急傾斜 １４  円 

注1：棚田地域振興活動加算の交付を受ける農用地

については、同一農用地を対象として超急傾斜農

地保全管理加算、集落機能強化加算及び生産性向

上加算のいずれかの加算についても交付を行わ

ないものとする。 

注2：棚田地域振興農地のうち、協定農用地内の勾

配が田で1/10以上、畑で20度以上である農地につ

いては、超急傾斜の単価とする。 

 

イ 超急傾斜農地保全管理加算（集落協定又は個別

協定の活動において、協定認定年度（ただし、途

中の年度で協定を変更して加算措置に取り組ん

だ場合には当該変更年度）から令和６年度までの

間に、農林水産省農村振興局長が別に定めるとこ

ろにより、協定農用地内の勾配が田で1/10以上、



 

畑で20度以上である農地（以下「超急傾斜農地」

という。）の保全等の取組を行う場合に、超急傾

斜農地の面積に応じて加算される額）の１㎡当た

りの交付の上限単価。 

地 目 交付の上限単価 

田 ６  円 

畑 ６  円 

 注1：超急傾斜農地保全管理加算の交付を受ける農

用地については、同一農用地を対象として棚田地

域振興活動加算の交付を行わないものとする。 

 

ウ 集落協定広域化加算（集落協定の活動において

、協定認定年度（ただし、途中の年度で協定を変

更して加算措置に取り組んだ場合には当該変更

年度）から令和６年度までの間に、他の集落内の

対象農用地を新たに含めて協定を締結して、農林

水産省農村振興局長が別に定めるところにより、

当該協定に基づく活動において主導的な役割を

担う人材を確保する場合（単年度に限る）、又は

、当該協定に基づく活動において主導的な役割を

担う人材を確保した上で、広域化により実現する

農業生産活動等の継続のための取組を行う場合

に、当該協定農用地のうち、交付金の対象となる

農用地全てに加算される額）の１㎡当たりの交付

の上限単価。 

地 目 交付の上限単価 

田 ３  円 

畑 ３  円 

草地 ３  円 

採草放牧地 ３  円 



 

 注1：１協定当たりの加算額は、2,000千円/年を上

限とする。 

 

エ 集落機能強化加算（集落協定の活動において、

協定認定年度（ただし、途中の年度で協定を変更

して加算措置に取り組んだ場合には当該変更年

度）から令和６年度までの間に、農林水産省農村

振興局長が別に定めるところにより、新たな人材

の確保に関する取組又は集落機能を強化する取

組を行う場合に、当該協定農用地のうち、交付金

の対象となる農用地全てに加算される額）の１㎡

当たりの交付の上限単価。 

地 目 交付の上限単価 

田 ３  円 

畑 ３  円 

草地 ３  円 

採草放牧地 ３  円 

注1：１協定当たりの加算額は、2,000千円/年を上

限とする。 

 注2：集落機能強化加算の交付を受ける農用地につ

いては、同一農用地を対象として棚田地域振興活

動加算の交付を行わないものとする。 

 

オ 生産性向上加算（集落協定の活動において、協

定認定年度（ただし、途中の年度で協定を変更し

て加算措置に取り組んだ場合には当該変更年度）

から令和６年度までの間に、農林水産省農村振興

局長が別に定めるところにより、農業生産性の向

上を図る取組を行う場合に、当該協定農用地のう

ち、交付金の対象となる農用地全てに加算される



 

額）の１㎡当たりの交付の上限単価。 

地 目 交付の上限単価 

田 ３  円 

畑 ３  円 

草地 ３  円 

採草放牧地 ３  円 

注1：１協定当たりの加算額は、2,000千円/年を上

限とする。 

 注2：生産性向上加算の交付を受ける農用地につい

ては、同一農用地を対象として棚田地域振興活動

加算の交付を行わないものとする。 

 

（３）（２）において、同一の取組を対象として、同

一農用地に対して複数の加算の交付を行わない

ものとする。 

 

（４）（２）において、同一年度に、同一の加算の交

付を複数回行わないものとする。 

 



 

様式第１号（第３条関係） 

 

  年度中山間地域等直接支払交付金交付申請書 

 

      第   号  

 年 月 日  

 

 

砥部町長        様 

                               集落協定代表者名 

又は              

                    個別協定締結者名        

 

 

  年度において、中山間地域等直接支払交付金の交付を受けたいので、砥部町中山間地域等直接支

払交付金交付要綱第３条の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額    金             円 

 

２ 協定締結予定（実績） 

 

参加農家数 

 

対象農用地面積

（㎡） 

 

交付金額（円） 

A 

 

うち共同取組経費

（円）B 

割合（％） 

B／A 

     

 

３ 事業完了（予定）年月日 

 

 



 

４ 収支予算（精算） 

（１）収入の部 

区  分 
本年度予算額 

（本年度精算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 

比 較 増 減 

増 減 

町交付金 

円         円      円      円 

    

 

（２）支出の部 

区  分 
本年度予算額 

（本年度精算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 

比 較 増 減 

増 減 

共同取組活動分 

円 円      円      円 

    

 うち積立額     

個人配分分     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第２号（第５条関係）  

 

  年度中山間地域等直接支払交付金変更承認申請書  

 

      第    号   

 年  月  日   

 

 

砥部町長         様  

                      集落協定代表者名  

又は               

                    個別協定締結者名         

 

 

年   月   日付け   第   号で交付決定通知があった中山間地域等直接

支払交付金について、下記のとおり変更したいので、砥部町中山間地域等直接支払

交付金交付要綱第５条の規定により、その承認を申請します。  

 

記  

 

（注）記の記載様式は、様式第１号の様式に準ずるものとする。  

この場合、変更前と変更後の内容等を容易 に比較できるように変更部分を

二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第３号（第６条関係） 

 

 年度中山間地域等直接支払交付金中止（廃止）承認申請書 

 

第   号  

 年 月 日  

 

 

砥部町長        様 

 

 

                                    集落協定代表者名        

又は              

個別協定締結者名        

 

 

   年  月  日付け  第  号で交付決定通知があった中山間地域等直接支払交付金につい

て、中止（廃止）したいので、砥部町中山間地域等直接支払交付金交付要綱第６条の規定により申請

します。 

 

                    

 

（注）不可抗力となる中止（廃止）理由を記載すること。  



 

 

様式第４号（第７条関係） 

 

 年度中山間地域等直接支払交付金実績報告書 

第   号  

 年 月 日  

砥部町長          様 

 

                                    集落協定代表者名        

又は              

個別協定締結者名        

 

   年  月  日付け  第  号で交付決定通知があった中山間地域等直接支払交付金につい

て、砥部町中山間地域等直接支払交付金交付要綱第７条の規定により、その実績を下記のとおり報告

します。 

記 

１    年度実績及び内容（別紙のとおり） 

（注）別紙は、様式第１号の記の記載様式に準ずるものとする。  

２    年度交付金の使用実績  

当該年度内（４月１日～３月３１

日）支払済額 

共同取組活動分 個人配分分 合計 

円 円 円 

当該年度の活動に対する精算予定

額（翌年度４月１日～５月３１日） 

共同取組活動分 個人配分分 合計 

円 円 円 

翌年度以降の活動に対する積立額 
共同取組活動分 個人配分分 合計 

円  円 

計 

共同取組活動分 個人配分分 合計 

円 円 円 

％ ％  

共同取組活動分の主な使途  

 

３ 年度別使用実績 

   年度   年度   年度   年度   年度 

前年度からの積立額  円 円 円 円 

交 付 金 額 円 円 円 円 円 

支払済額及び精算予定額 円 円 円 円 円 

預 金 利 子 円 円 円 円 円 

差     引 円 円 円 円 円 

（添付書類）交付金を受け入れた口座の通帳の写し 



 

 

様式第５号（第９条関係） 

 

 年度中山間地域等直接支払交付金精算払請求書 

 

第   号  

 年 月 日  

 

 

砥部町長         様 

 

 

                                    集落協定代表者名        

又は         印    

個別協定締結者名        

 

 

   年  月  日付け  第  号で交付決定通知があった中山間地域等直接支払交付金につい

て、砥部町中山間地域等直接支払交付金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり交付されるよう

請求します。 

 

記 

 

  金 円 

    

内訳 交付決定通知額 金 円 

 概算払受領済額 金 円 

 今 回 請 求 額 金 円 

 

 



 

 

様式第６号（第１１条関係） 

 

 年度中山間地域等直接支払交付金概算払請求書 

 

第   号  

 年 月 日  

 

 

砥部町長          様 

 

 

                                    集落協定代表者名        

又は         印    

個別協定締結者名        

 

 

   年  月  日付け  第  号で交付決定通知があった中山間地域等直接支払交付金につい

て、砥部町中山間地域等直接支払交付金交付要綱第１１条の規定により、下記のとおり交付されるよ

う請求します。 

 

記 

  金 円 

    

内訳 交付決定通知額 金 円 

 概算払受領済額 金 円 

 今 回 請 求 額 金 円 

 残 額 金 円 

 

 


